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報 文

ライフサイクルコストを考慮した舗装の最適管理水準の検討

Examination of Optimal Pavement Management and Maintenance Level
that Incorporates Life Cycle Cost

清野 昌貴* 岳本 秀人**

Masaki SEINO and Hideto TAKEMOTO

これまでの日本の道路整備は､ 量的不足の効率的な解消を目指し､ 着実に進められて

きた｡ 道路の量的ストックはある程度の水準にまで形成されたといえる｡ 現在道路は､

国民の生活を支え産業経済の発展に欠くことのできない社会基盤であり､ この資産を如

何に効率的かつ効果的に管理していくかが課題となっている｡

本報告は､ 舗装の整備効果を向上させるための管理手法の模索を目的とし､ ライフサ

イクルコスト (以下ＬＣＣ) を考慮した管理水準値を交通量の異なる２つの区間につい

て試算した｡ その結果､ 交通量毎でＬＣＣが最低となる最適な管理水準は異なり､ ＬＣ

Ｃを考慮した管理水準を使用することでより効率的かつ効果的な維持管理が可能となる

ことが判った｡

≪キーワード：ライフサイクルコスト(LCC)､ 舗装マネジメントシステム(PMS)､ プロ

ジェクトレベル､ 管理水準≫

Road development in Japan has been geared to increasing the total length,

toward efficiently meeting the needs of the nation. While roads are indispensable

to life and industrial development, road infrastructure development has reached

certain level. Today, effective management and maintenance of roads have

become important.

This study aims to find a management method to improve the maintainability

of pavements. We calculated“management standard values”that incorporate the

life cycle cost (LCC) for two road sections with different traffic volumes. We

found that the management levels optimal for minimizing LCC differ depending

on the traffic volume. Consequently, we found that the use of a management

standard which incorporates LCC facilitates effective management and maintenance

of roads.

≪keywords：Life Cycle Cost (LCC), Pavement Management System (PMS),

Project Level, Maintenance Level≫



１. はじめに

舗装の維持修繕の要否は､ 路面のひび割れやわだち

掘れ及び平坦性という路面健全度､ また､ これらを一

元化した総合指標値による決定と道路利用者や沿道住

民の苦情から道路管理者が決定しているといえる｡ こ

れらは､ 円滑な交通を確保するためのものであり､ 長

期的視点により決定されているものとは言い難い｡ 長

期的な事業効果を考慮し､ 維持修繕箇所の決定を行お

うとしても客観的・定量的に説明する手法の確立がな

されていないと考えられる｡ また､ 近年の厳しい財政

事情から､ より効率的かつ効果的な維持修繕手法の確

立が望まれているところである｡

路面の健全度を表す総合指標で一般的に用いられて

いるものにＭＣＩ(Maintenance and Control Index：

維持管理指数) がある｡ ＭＣＩにおける維持修繕基準

は､ 補修の実態と道路管理者の視点により設定されて

いる1)｡ しかし､ 前述のような背景から､ より効果的

な路面の維持管理を実現するためには､ ＬＣＣをも考

慮した管理水準の設定が必要である｡

本報告は､ 舗装路面をより効率的かつ効果的に維持

するための管理手法の模索を目的とし､ ＬＣＣが最低

となるＭＣＩによる最適管理水準値を求めたので､ そ

の結果について考察したものである｡

２. 最適管理水準

ここで言う最適管理水準とは､ 舗装修繕に当たって

最も効率的かつ効果的に投資効果を維持するために設

ける管理水準である｡ 図－１に示すように､ 管理水準

を上げると､ こまめに補修する必要が生じ道路管理者

費用は高くなるが､ サービスレベルが向上することに

より利用者費用は安くなる｡ 一方､ 管理水準を下げる

と､ 補修回数は少なくなり管理するための費用は安く

なるが､ サービスレベルの低下に伴い､ 道路利用者の

費用は高くなる｡ これらの和がＬＣＣであり､ 最小と

なるところが投資効果の効率的かつ効果的な維持の観

点からの最適管理水準である｡ 当然ながら道路利用者

が安全で快適に道路を利用するための管理水準を確保

する必要があるが､ それでいてかつ路面の健全度レベ

ルがどこまで下がったときにサービスレベルを施工初

期の段階に復元すればＬＣＣが最小となり一番効率的

かつ効果的かということが今後の維持修繕には重要な

ポイントとなる｡

３. 分析条件

� 分析レベル

ＬＣＣの算出には､ ネットワーク (道路網) レベル

とプロジェクト (事業) レベルの基本的な作業レベル

および運用レベルがある｡ ネットワークレベルは､ 管

轄する道路網の投資計画やプロジェクトの優先順位決

定を行うのに対し､ プロジェクトレベルは､ 選定され

た事業においての最適な工法選定や補修工法の決定が

主目的となる｡ 一方､ 管理水準はプロジェクトの補修

時期の決定に影響するものである｡ つまり､ あるプロ

ジェクト区間がどの時点で補修をすればいいのかを把

握するということが重要となる｡ したがって､ 本研究

は､ プロジェクトレベルにおけるコスト的最適管理水

準を求めることとした｡

� ＬＣＣ算出項目

ＬＣＣには舗装道路を建設し維持管理していくため

の道路管理者費用､ 舗装道路を利用する人が負担する

道路利用者費用､ 舗装道路がおかれた環境が負担する

沿道及び地域社会の費用がある｡ 考えられる費用項目

の全てについて網羅することが理想であるが､ 貨幣換

算が確立されていないものも多いため､ ここでは道路

管理者費用と道路利用者費用について算出することと

した｡ 算出項目の詳細は以下の通りである｡

ａ)道路管理者費用

①補修費用

ここで言う補修は､ 舗装の破損を根本的に復元する

ものとし､ 打換え､ オーバーレイ､ 切削オーバーレイ
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図－１ コストから見た最適管理水準の概念



などである｡ 今回はオーバーレイのケースについて補

修費用を算出した｡

②維持費用

維持費用はパッチングやひび割れ補修などの応急的

な対策費用を算出した｡

ｂ)道路利用者費用

①車両走行費用

路面の健全度が低下するに従い､ 通過車両の燃費は

増加し､ タイヤの損耗費等の車両損耗費も増加する｡

ここでは､ 路面性状が低下して増加する費用の変化分

を損失費として計上する｡

②工事による損失費用

工事区間を車両が通過することにより通常時に当区

間を通過する場合よりも時間が多くかかる｡ また車両

の通過速度は低下し､ 通常走行の時とは燃費や車両損

耗費が変化する｡ ここでは､ これらの費用を工事によ

る損失費として計上する｡

４. 検討手法

ＬＣＣ最小となる最適管理水準が求まるまでの一連

の流れを図－２に示す｡ ここでは､ ＬＣＣ算出のため

に必要となる基本条件と､ ＬＣＣ算出手法について記

す｡

� 基本条件

ａ)管理指標

ＬＣＣ算出に用いる管理指標は､ 分析対象が一般国

道であり一般的に用いられている総合指標値が望まし

いこと､ また､ 利用者便益の算出手法が存在すること

から､ ＭＣＩを用いることとした｡

ｂ)分析期間

ＬＣＣの分析期間は､ そのプロジェクトの寿命とす

ることが一般的である｡ しかし､ 舗装の場合は更新し

ながら半永久的に使用するため､ 一概に決めることは

困難である｡ 分析期間はＬＣＣを算出するために十分

に長い期間が必要と考えられるため､ 本検討では40年

とした｡

ｃ)社会的割引率

ＬＣＣの算出は､ 分析期間分各年次において行われ

る｡ よって､ 将来のコスト価値を現在のものとするこ

とが必要になる｡ ここでは､ 現在価値化する社会的割

引率は４％とした2)｡

ｄ)供用性曲線

分析対象の路面健全度が将来的にどのように推移す

るかを表す将来予測式すなわち供用性曲線は､ 地域・

交通区分別に整理されている路面性状調査データに基

づいて作成した路面性状予測式を用いた (表－１)｡

これは､ 過去２回分の路面性状測定値の変化量を基に

して回帰分析を行い設定したものである｡ なお､ ＭＣＩ

は表－１の各路面性状値を基に算出される｡

ｅ)検討対象区間

検討対象区間は､ 交通量の異なる区間の比較分析を

行うため､ 表－２に示すとおり､ 同路線の２つの区間

とした｡

ｆ)設定管理水準

設定した管理水準は､ ＭＣＩ＝3.0､ 4.0､ 4.5､ 5.0､

5.5､ 6.0､ 7.0の７ケースとした｡ 路面性状予測式によ

り計算されるMCIが設定した管理水準を下回る年に

補修が行われ､ 路面の健全度が復元する｡ 図－３に示

すとおり､ 管理水準毎にライフサイクルは異なる｡ 管

理水準が低ければ分析期間中の補修回数は少なくなる

が､ サービスレベルは低いということになる｡

このライフサイクルで各年次の各費用を算出し累計

していく｡ 分析期間分の算出が終了した時点の累計コ

ストがその管理水準のＬＣＣである｡ これを設定した

管理水準毎に算出し､ 最小となる水準が投資効果の観

点からの最適水準ということになる｡
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表－１ 路面性状予測式3)



� 補修必要年次におけるＬＣＣ算定

補修必要年次､ すなわち１年目と予測式により算出

されるMCIが管理水準以下に低下する年のＬＣＣは

以下の手順に従って算出した｡

ａ)道路管理者費用

①オーバーレイの補修単価4)･5)と補修面積から補修箇

所の補修費用を算出する｡

②維持費用原単位はＭＣＩと維持費用に関する調査結

果による維持費用モデル6)を用いて算出する (式－１)｡

この原単位とケーススタディの対象面積から維持費用

を算出する｡

Y＝274.0－27.2＊MCIi …式－１

ここで､

Y：維持費用原単位 (円/㎡)

MCIi：�年度のMCI

ｂ)道路利用者費用

③ＭＣＩ別車両走行費用

ＭＣＩ別車両走行費用は､ 算出年次のＭＣＩの時の

車両走行費用とＭＣＩが最大となる時の車両走行費用

の差とした｡ 補修年次はＭＣＩは最大値となるため､

この差は０となる｡ 補修後の最大ＭＣＩは路面性状調

査データより平均的に約８となるため､ 図－４・５よ

りＭＣＩ＝８の時の走行費用単位を用いることになる｡

また､ 検討区間は片側車線のみを施工することとして

いる｡よって､算出に用いる交通量は断面交通量の1/2

とした｡ 式－２に具体的な算出方法を示す｡

UC１＝(a－b)＊T１＊1/2＊L1＊365 …式－２

ここで､

UC１：車両走行費用 (円)

ａ：当該年度ＭＣＩ・制限速度時の走行費用単位 (円

/㎞､ 図－４・５参照)

ｂ：最大ＭＣＩ・制限速度時の走行費用単位 (円/㎞､

図－４・５参照)

T1：小型車及び大型車の断面交通量 (台/日)

L1：施工延長 (㎞)

なお､ 対象区間での小型車は乗用車及び小型貨物､

大型車はバス及び大型貨物である｡

④工事による損失費用

補修年次は工事が行われる｡ よって､ 工事による損

失費用を算出する｡ なお､ 工事日数は施工面積を各工
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図－２ 検討手順

表－２ 検討対象区間

図－３ ライフサイクル (ケース１)



法の日当たり施工量5)で除して求めた｡ また､ １日の
工事時間は平日の９：00～17：00の８時間と仮定し､
日当たり交通量が工事時間の間のみ損失を受けるもの
とした｡ また､ 検討区間は片側１車線の２車線区間箇
所のため､ 工事中は片側交互通行が必要と考え､ 断面
交通全てに影響が出るものとした｡ なお､ 工事中の走
行時間の遅れは２分6)とし､ 工事区間の通過速度は通
常時制限速度の１/２となると仮定した｡ 規制延長は
テーパ部､ 施工機械・交通安全対策のスペースを考慮
し､ １日の施工延長＋50ｍとした｡ 時間損失費用の算
出を式－３に､ 走行損失費用の算出を式－４に示す｡

UC2＝T2＊8/24＊N＊t＊c …式－３
UC3＝T2＊8/24＊N＊(d-e)＊L2 …式－４

ここで､
UC2：時間損失費用 (円)
UC3：走行損失費用 (円)
T2：各車種の断面交通量 (台/日)
Ｎ：施工日数 (日)
ｔ：工事中の走行時間の遅れ (分)
ｃ：時間価値原単位 (円/台・分､ 表－３参照)
ｄ：工事区間通過速度の走行費用原単位 (円/台・㎞､
表－４参照)
ｅ：通常時通過速度の走行費用原単位 (円/台・㎞､
表－４参照)
L2：規制延長 (㎞)

ｃ)現在価値
⑤計算した各費用を式－５により現在価値化する｡

PCi＝RC＊(1－0.04(社会的割引率))ｉ …式－５
ここで､
PCi：i年度の現在費用 (円)
RC：各費用 (円)

�：�年度

� 補修不必要年次におけるＬＣＣ算定

予測式により算出されるＭＣＩが設定した管理水準

より上の年には補修されない｡ したがって､ 補修費用

や､ 工事中の損失費用は計上されない｡ よって､ 前記

②の維持費用､ ③の車両走行費用を算出し､ ⑤に示し

た社会的割引率による現在価値化を行う｡

� 最終年度 (40年目) におけるＬＣＣ算定

最終年度は設定する管理水準毎にＭＣＩ値が異なる｡

最終年次に持つ資産価値を評価し､ 残存価値分として

計上することが必要となる｡ ここでは､ 簡易的ではあ

るがこれを考慮するものとし､ 分析期間の最終年次に

おけるＭＣＩから４以下になるまでの減価分を比例計

算により算出した｡
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図－４ 走行費用とＭＣＩ (小型車)6)

図－５ 走行費用とＭＣＩ (大型車)6)

表－３ 時間価値原単位3)

表－４ 走行費用原単位3)



RV＝MC＊(MCI40－4.0)/(MCImax－4.0) …式－６

ここで､

RV：残存価値

MC：補修費用

MCI40：最終年度のMCI

MCImax：最大MCI

以上の手法によりＭＣＩによる管理水準毎にＬＣＣ

を算出し､ ＬＣＣが最小となる管理水準値を求めた｡

５. 分析結果

図－６にケース１の管理者費用の推移を示す｡ 最終

年次に下方に折れるのは､ 残存価値分を控除したため

である｡ 40年後の費用に着目すると､ ＭＣＩが低い順

で安価となっていることがわかる｡ また､ ＭＣＩ＝７

で補修する場合は､ ＭＣＩ＝６で補修する場合の約２

倍の費用がかかることがわかる｡ これは､ 補修回数が

ＭＣＩ＝７で10回でＭＣＩ＝６の５回 (初年度含む)

の２倍となっているためである｡

図－７に利用者費用の推移を示す｡ 管理者費用とは

逆に管理水準を高くした方が安価となることがわかる｡

利用者費用は路面性状別の車両走行費用と工事中の損

失費用であるが､ 工事中の損失費用の割合が高ければ

工事回数の多い管理水準の方が工事回数の少ない管理

水準よりも利用者費用が大きくなり､ 逆に路面性状に

よる走行費用の割合が高ければ､ 工事回数の多い管理

水準の方が小さくなると考えられる｡ したがって､ 本

検討ケースでは､ この図から路面性状別の走行費用の

影響の方が工事中の損失費用よりも大きいと考えられ

る｡

図－８に総コストの推移を示す｡ 図－６・図－７か

ら利用者費用は管理者費用と比較してかなり安価になっ

ている｡ このため､ 総コストのグラフ形状は管理者費

用の図とほぼ同じとなっている｡

分析最終年次までのケース１の管理水準別累計費用

を図－９に､ ケース２の累計費用を図－10に示す｡ 路

面性状予測式は交通区分・地域区分毎に作成しており､

両ケースとも同じ区分であること､ また､ 施工面積が

ほぼ同じであることから､ 今回の解析では管理者費用

にほとんど差は生じていない｡ また､ 利用者費用に着

目すると､ ケース２の方が交通量が多いため､ ケース

１よりも高価となり､ 傾きも大きくなっていることが

判る｡ ケース１ではＬＣＣ最小となる管理レベルは､

ＭＣＩ＝4.5程度､ ケース２ではＭＣＩ＝5.5程度となっ

た｡ 本検討では､ 交通量の多い方が､ ＬＣＣ最小とす

るのにはやや高い管理レベルが必要との結果となった｡

図11～12に各ケースの費用比率を示す｡ ケース１・

２を比較すると､ 当然ながら交通量の多いケース２の

方が利用者費用比率が高い｡ また､ 両ケースとも利用

者費用の大半を走行費用が占めていることがわかる｡

工事中損失費用は施工年次にしか計上されないのに対

し､ 車両走行費は毎年計上されることになる｡ したがっ

て､ 走行費用の精度向上がＬＣＣ算出の精度向上につ

ながるものと考えられる｡
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図－６ 管理者費用の推移

図－７ 利用者費用の推移

図－８ 総コストの推移



６. まとめ

北海道の国道においてＬＣＣ算定のケーススタディ

を行い､ 最適管理水準を求めた結果､ 以下の事項が明

らかになった｡

� ＭＣＩにより舗装補修を行う複数の管理水準を設

定し､ それぞれのＬＣＣを算出することで､ ＬＣＣを

最小とする最適な管理水準を求めることが出来た｡

� 交通量の異なる区間で比較検討した結果､ 交通量

の多いケースは少ないケースに比べＬＣＣが最小とな

る最適管理水準は高くなった｡

� 交通量の異なる区間で道路管理者費用と道路利用

者費用の割合を比較すると､ 交通量が少ないケースと

比較して交通量の多いケースにおける利用者費用割合

が高かった｡
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図－９ 管理水準別費用 (ケース１)

図－10 管理水準別費用 (ケース２)

図－11 費用比率 (ケース１)

図－12 費用比率 (ケース２)



７. おわりに

今後プロジェクトレベルにおけるＬＣＣ算出の精度

向上に向けて､ 個別区間の供用性曲線の作成手法を検

討したい｡ また､ 限られた予算の中で､ 投資効果が高

い舗装の維持管理を行うためには､ 舗装修繕箇所の抽

出や､ 優先順位付けを行うことが必要なため､ ネット

ワークレベルにおける最適管理水準についても検討し

ていきたい｡ さらに､ 今回の検討では予算制約を考慮

しない理想的な管理水準を求めているため､ 交通量が

多い区間の最適管理水準が高いレベルとなった｡ 現実

的には予算には限りがあるため､ 今後､ 予算制約下に

おける最適管理水準についても検討する必要がある｡
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